
宇治市介護支援専門員実務研修受講料助成金交付要項 
 
 
（目的） 
第１条 この要項は、介護人材の確保を図ることを目的として、宇治市内の介護

サービス事業所において介護支援専門員として新たに就労する者に対し、資

格取得に必要な研修の受講費用（以下「受講費用」という。）を助成すること

について、宇治市補助金等交付規則（昭和４８年宇治市規則第１９号。以下「規

則」という。）およびこの要項の定めるところにより、予算の範囲内で助成金

を交付することについて必要な事項を定めるものとする。 
 
（定義） 
第２条 この要項における用語の定義は、次に定めるもののほか、介護保険法

（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）の例による。 
（１）介護サービス事業所 法に基づき運営される施設および事業所であって、

別表１に掲げるものをいう。 
（２）介護支援専門員実務研修 法第６９条の２第１項に規定する研修をいう。 
 
（助成対象者） 
第３条 助成の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者の受講費用

を負担した個人または法人とする。 

（１）令和６年度（第２７回）以降の京都府介護支援専門員実務研修受講試験に

合格した者 

（２）介護支援専門員実務研修を修了し、都道府県知事の登録を受け、介護支援

専門員証の交付を受けた者 

（３）宇治市内の介護サービス事業所において、介護支援専門員（ケアマネジャ

ー）として就労した者 

（４）他の公的機関等から同種の助成金を直接受けていない者 

 

（交付対象費用） 

第４条 助成金交付の対象となる受講費用は受講料のみとし、テキスト代およ

び手数料は対象としない。 

２ 交付金額は受講費用の２分の１とし、千円未満は切り捨てる。 

 

（交付の申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者は、宇治市介護支援専門員実務研修

受講料助成金交付申請書（別記様式第１号）に市長が必要と認める書類を添え

て、市長に申請しなければならない。 

２ 前項の交付申請は、規則第９条の事業終了報告を兼ねるものとする。 
３ 申請者が社会福祉法人である場合は、社会福祉法人に対する助成に関する

条例（昭和４６年宇治市条例第４９号）第３条の規定により、第１項の申請書

等に加えて、次の各号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 
（１）本交付金の交付による助成を受ける理由書 
（２）財産目録及び貸借対照表 



（３）本市以外の地方公共団体から助成若しくは援助を受けまたは受けようと

する場合には、その程度を記載した書類 
 
（交付の決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を精査し、

宇治市介護支援専門員実務研修受講料助成金交付決定兼確定通知書（別記様

式第２号）により通知するものとする。 

２ 前項の交付の決定は、規則第１０条の確定通知を兼ねるものとする。 

３ 市長は、交付金の不交付を決定したときは、その理由を付して申請者に通

知するものとする。 

 

（請求及び交付） 

第７条 前条の規定による通知を受けた者は、宇治市介護支援専門員実務研修

受講料助成金交付請求書（別記様式第３号）により、助成金の交付を市長に

請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求をした者に対し、助成金を交付する。 

 

（補則） 

第８条 この要項に定めるもののほか必要な事項は、別に市長が定める。 

 

附 則 
（施行期日） 
１ この要項は、令和７年８月８日から施行する。 

 

 

別表１（第２条関係） 
区分 根拠法令 

特定施設入居者生活介護を行う事業所 法第８条第１１項 

小規模多機能型居宅介護を行う事業所 法第８条第１９項 

認知症対応型共同生活介護を行う事業所 法第８条第２０項 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う事業所  法第８条第２２項 

複合型サービスを行う事業所 法第８条第２３項 

居宅介護支援を行う事業所 法第８条第２４項 

介護老人福祉施設 法第８条第２７項 

介護老人保健施設 法第８条第２８項 

介護医療院 法第８条第２９項 

介護予防支援を行う事業所 法第８条の２第１６項 

 


